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Ⅰ 平成31年度 健康保険料率について 

3 



  ○ 平成29年度の各支部の医療給付費等の実績に基づき、 

        新たな保険料率に見直す 

 

 ○ 平均保険料率は 10％ （平成30年度平均保険料率を維持） 

 

 ○ 激変緩和率は 8.6/10  （平成30年度から1.4/10 引上げ） 

 

 ○ 変更は ４月納付分（3月分保険料）から 

  

 ○ 保険料率については、中長期で考える 

 

１．平成31年度 都道府県単位保険料率算定のポイント 

◆ 算定の前提となる事項 
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２．第89回全国健康保険協会運営委員会 理事長発言要旨 
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３．平成31年度保険料率に関するこれまでの主な運営委員の意見 



  平成30年10月から11月にかけて開催した各支部の評議会での意見については、必ず提出を求めていたこ
れまでの取扱いを変更し、理事長の現時点における考え（状況に大きな変化がない限り、基本的には中長期
的な視点で保険料率を考えていくこと）を評議会で説明した上で、特段の意見があれば提出していただくことと
した。意見書の提出状況並びに平均保険料率に対しての意見の概要は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※激変緩和措置については、計画的な解消以外の意見はほぼなく、保険料率の変更時期については、4月納
付分（3月分）以外の意見はなし。 
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意見書の提出なし    9支部 

 

意見書の提出あり   38支部 
 

  ① 平均保険料率10％を維持するべきという支部   18支部 
 

  ② ①と③の両方の意見のある支部               13支部 
 

  ③ 引き下げるべきという支部                   6支部 
 

   ④ その他（平均保険料率に対しての明確な意見なし）       1支部 
  

４．平成31年度の保険料率に関する支部評議会の意見 



５．収支見込み（医療分） 

◆ 平成29～31年度 収支見込み（医療分） 

【 平成31年度見込みのポイント 】 赤字：財政負担が増える要素、青字：財政負担が減る要素 
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平成30年度比 

（億円） 
主な増加・減少要素 

収入 

保険料収入 [+5,257] ＜増加＞ 
被保険者の増加、 

標準報酬月額上昇 

国庫補助 [+261] ＜増加＞ 補助対象の保険給付費が増加 

支出 

保険給付費 [+4,167] ＜増加＞ 
加入者数の増加、 

1人当たり給付費増加 

拠出金等 [+1,244] 
＜増加＞ 高齢者医療費の増加等 

＜減少＞ 退職者給付拠出金の減少 



６．平成31年度 福井支部の健康保険料率 

平成31年度 

9.88% 

平成30年度 

9.98% 

◆ 平成31年度 福井支部健康保険料率 

0.10ポイント 

引き下げ 

◆ 福井支部保険料率の算定 
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【 見込と伸び率】 （単位：百万円、( )は平成30年度見込） 

 医療給付費：37,879 （36,956）→ 伸び率 2.50% 

 総報酬額：726,694（703,029）→ 伸び率 3.37% 

（端数整理により計数が整合しない場合がある） （単位：％） 

医療給付費に 
かかる保険料率 

（a） 

調整（b） 
調整後の 

医療給付費に 
かかる保険料率 

（a+b） 

全国共通の 
保険料率 

（c） 

所要 
保険料率 

（a+b+c） 

激変緩和措置 
（d） 

激変緩和措置後 
所要保険料率 

（a+b+c+d） 

前々年度の精算等 
（見込と実績の差） 

（e） 

福井支部 
保険料率 

（a+b+c+d+e） 年齢調整 所得調整 

5.21 ▲0.09 ▲0.05 5.08 4.82 9.90 0.01 9.91 ▲0.03 

9.88 
全国平均：5.18％ 

使途：医療機関等に支払う費用（入院、入院外、歯科、調剤 等） 

使途：現金給付 
各種拠出金等 

収支見込みに 
基づく料率 

激変緩和率 
8.6/10 

平成29年度保険料率 
見込による算定：9.99 
実績による算定：9.96 

平成31年度収支見込みに基づき算定 支部間の料率差を圧縮 実績に基づく精算 
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７．保険料率の推移と平成31年度の状況 

◆ 平成27～31年度の保険料率の推移 

  

  

                          

◆ 平成31年度 福井支部の状況 

①医療給付費にかかる 
 保険料率 

・30年度を0.04下回る（全国平均は、30年度を0.01上回る） 

② 激変緩和措置 ・0.01影響した 

③ 前々年度の精算 ・0.03の引下げに働いた 

① ② ③ （単位：％） 

  

医療給付費に 
かかる保険料率 

（a） 

調整（b） 
調整後の 

医療給付費に 
かかる保険料率 

（a+b） 

医療給付費に 
かかる保険料率 

全国平均 

医療給付費に 
かかる料率の 

全国平均との差 

全国共通の 
保険料率 

（c） 

所要 
保険料率 

（a+b+c） 

激変緩和措置 
（d） 

激変緩和措置後 
所要保険料率 

（a+b+c+d） 

前々年度の 
精算等 

（見込と実績の差） 
（e） 

福井支部 
保険料率 

 
（a+b+c+d+e） 

平均 
保険料率 

年齢調整 所得調整 

平成27年度 5.21 ▲0.06 ▲0.04 5.11 5.22 ▲0.11 4.78 9.89 0.07 9.97 ▲0.04 9.93 10.00 

平成28年度 5.21 ▲0.08 ▲0.03 5.10 5.16 ▲0.06 4.84 9.94 0.04 9.97 ▲0.04 9.93 10.00 

平成29年度 5.31 ▲0.10 ▲0.02 5.18 5.24 ▲0.06 4.76 9.94 0.02 9.97 0.02 9.99 10.00 

平成30年度 5.26 ▲0.10 ▲0.04 5.12 5.17 ▲0.05 4.83 9.96 0.01 9.97 0.01 9.98 10.00 

平成31年度 5.21 ▲0.09 ▲0.05 5.08 5.18 ▲0.10 4.82 9.90 0.01 9.91 ▲0.03 9.88 10.00 

（端数整理により計数が整合しない場合がある） 



○ 前々年度の精算とは 

 支部ごとの保険料率を決めるときは、加入者１人当たりの医療給付費の「全国平均と支部平均の差」を見込みで算出し、 

 その差が「支部ごとの保険料率の差」になるように計算します。 

 しかし、「全国平均と支部平均の差」は見込みと実績では異なるため、翌々年度保険料率算定時に精算を行うしくみと 

 なっています。 

 この「全国平均と支部平均の差」の「見込みと実績の差」のことを「地域差分」といいます。 

 「地域差分」にかかる保険料率を精算年度の保険料率に反映させることで「前々年度の精算」を行います。 

 （ 地域差分 ＝ 実績の全国平均との差 － 料率算定時（見込み）の全国平均との差 ） 

 

○ 地域差分イメージ 
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８．前々年度の精算について 

◆ 前々年度の精算 
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（参考）保険料率別の支部数等 

福井支部 

福井支部 

23 

22 

平成31年度都道府県単位保険料率における 

保険料率別の支部数（暫定版） 

保険料率 
支部数 

（％） 

10.75 1 

10.31 2 

10.30 1 

10.24 2 

10.22 1 

10.21 3 

10.19 1 

10.18 1 

10.16 1 

10.15 1 

10.14 2 

10.13 1 

10.10 1 

10.07 1 

10.03 2 

10.02 2 

10.00 2 

9.99 1 

9.95 1 

9.92 1 

9.91 1 

9.90 4 

9.88 1 

9.87 2 

9.86 1 

9.84 2 

9.81 1 

9.80 1 

9.79 1 

9.75 1 

9.74 1 

9.71 1 

9.69 1 

9.63 1 

    

注．平均保険料率10.00％、激変緩和率10分の8.6として算定 

平成31年度都道府県単位保険料率の 

平成30年度からの変化（暫定版） 

平成30年度保険料率 
からの変化分 支部数 

料率（％） 金額（円） 

＋0.14 ＋196 1 

＋0.08 ＋112 1 

＋0.07 ＋ 98 3 

＋0.06 ＋ 84 1 

＋0.05 ＋ 70 4 

＋0.04 ＋ 56 4 

＋0.03 ＋ 42 2 

＋0.02 ＋ 28 3 

＋0.01 ＋ 14 3 

0.00 0 7 

▲0.01 ▲ 14 1 

▲0.02 ▲ 28 3 

▲0.04 ▲ 56 1 

▲0.05 ▲ 70 4 

▲0.06 ▲ 84 3 

▲0.07 ▲ 98 1 

▲0.08 ▲112 2 

▲0.09 ▲126 1 

▲0.10 ▲140 2 
      

注１．「＋」は平成31年度保険料率が平成30年度保険料率よりも上がった   
   ことを、「▲」は下がったことを示している。 

    

  ２．金額は、標準報酬月額28万円の者に係る保険料負担   
    （月額：労使折半後）の増額である。 

22 
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Ⅱ 平成31年度 介護保険料率について 

13 



○ 平成31年度政府予算案では、介護納付金は10,252億円で 

    前年度比で122億円増加の見込み 

○ 総報酬割の導入（30年度1/2→31年度3/4） 

○ 介護給付費の増加 

○ 消費税の引き上げに伴う介護報酬改定 

○ ４月納付分（3月分保険料）から変更する 

１．平成31年度 介護保険料率 

◆ 平成31年度のポイント 

◆ 平成31年度 介護保険料率（全支部共通） 

平成30年度 

1.57% 

平成31年度 

1.73% 

◆ 介護保険料率の計算 （健康保険法第160条 第16項） 

介護納付金の額 － 国庫補助額等 

介護保険第２号被保険者（40～64歳）の総報酬額総額の見込 

各年度の介護保険料率は、この算式により得た率を基準として保険者が定める 14 

0.16ポイント 

引き上げ 



２．収支見込み（介護分） 

・増加要素 

介護給付費の増加 

消費税の引き上げに伴う介護報酬改定 

 

総報酬割の拡大（1/2→3/4）といった減少要因があるものの 

全体としては122億円増加。 

（ 参考１：介護納付金、介護保険料率の推移 ） （ 参考２：「＋122億円」について ） 

◆ 平成29～31年度 収支見込み（介護分） 
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  平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

介護納付金（億円） 9,503 9,858 10,130 10,252 

介護納付金 
前年度比（億円） [+532] [+355] [+272] [+122] 

介護保険料率（％） 1.58 1.65 1.57 1.73 

介護保険料率 
前年度比（ポイント） [±0] [+0.07] [-0.08] [+0.16] 
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３．加入者・事業主の保険料負担への影響（健康保険料、介護保険料） 

◆ 標準報酬月額280千円※ の場合の１ヵ月あたりの負担額比較 

※ 1ヵ月の給与の総支給額が270千円以上290千円未満の方が該当 

介護保険第２号被保険者に 

該当しない場合 

【 40歳未満、65歳以上】 

介護保険第２号被保険者に 

該当する場合 

【 40歳以上65歳未満】 

  健康保険料率 
健康保険料 
（全額） 

健康保険料 
（折半額） 

平成30年度 9.98％ 27,944円 13,972円 

平成31年度 9.88％ 27,664円 13,832円 

平成30年度比 ▲0.10 ▲280円 ▲140円 

  
健康+介護 
保険料率 

健康+介護保険料 
（全額） 

健康+介護保険料 
（折半額） 

平成30年度 11.55％ 32,340円 16,170円 

平成31年度 11.61％ 32,508円 16,254円 

平成30年度比 0.06 168円 84円 



Ⅲ 今後のスケジュール（保険料率の認可、広報） 
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１．今後の運営委員会・支部評議会のスケジュール（現時点での見込み） 
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２．平成30年度 保険料率改定に係る広報スケジュール（予定） 


